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収益的収入及び支出
収    入

款 項 目 予定額
１ 下水道事業収益 1,492,089

１ 営業収益 1,049,731
１ 下水道使用料 657,221 公共下水道使用料収入

２ 雨水処理負担金 384,876 雨水処理に係る一般会計負担金

３ 維持管理負担金 7,108 広島市公共下水道維持管理負担金等

４ その他営業収益 526 排水設備指定工事店指定手数料等

２ 営業外収益 442,349
１ 他会計補助金 22,738 営業助成に係る一般会計補助金

２ 他会計負担金 115,795 一般会計が負担すべき負担金

３ 補助金 8,600 社会資本整備総合交付金

４ 長期前受金戻入 277,789 長期前受金の収益化

５ 消費税及び地方消費税還付金 17,427 消費税及び地方消費税還付金

３ 特別利益 9
１ 過年度損益修正益 9 過年度分下水道使用料収入等

支    出
款 項 目 予定額

１ 下水道事業費用 1,441,833
１ 営業費用 1,367,252

１ 管渠費 14,651 管渠の維持管理等に要する経費

２ ポンプ場費 146,787 ポンプ場の維持管理等に要する経費

３ 流域下水道費 259,130 太田川流域下水道維持管理負担金

４ 総係費 143,356 事業活動全般に係る経費

５ 減価償却費 797,035 固定資産の減価償却費

６ 資産減耗費 6,293 固定資産の除却費用

２ 営業外費用 73,411
１ 支払利息 73,378 企業債償還利子等

２ 雑支出 33 受益者負担金貸倒引当金繰入額等

３ 特別損失 170
１ 過年度損益修正損 170 下水道使用料過誤納還付金等

４ 予備費 1,000
１ 予備費 1,000 予備費

（単位：千円）

（単位：千円）

令和８年度 府中町下水道事業会計予算実施計画

備考

備考
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資本的収入及び支出
収    入

款 項 目 予定額
１ 資本的収入 876,462

１ 企業債 631,752
１ 企業債 631,752 流域関連公共下水道事業債等

２ 他会計出資金 54
１ 他会計出資金 54 一般会計からの出資金

３ 国庫補助金 212,556
１ 国庫補助金 212,556 社会資本整備総合交付金

４ 負担金 28,425
１ 受益者負担金 5,692 公共下水道事業受益者負担金

２ 工事負担金 22,733 広島市工事負担金等

５ 長期貸付金償還金 3,675
１ 長期貸付金償還金 3,675 水洗便所設備資金貸付金償還金収入

支    出
款 項 目 予定額

１ 資本的支出 1,434,533
１ 建設改良費 750,841

１ 管路建設改良費 180,817 管路建設改良に要する経費

２ ポンプ場建設改良費 476,388 ポンプ場建設改良に要する経費

３ 建設改良事務費 65,078 建設改良事業に要する事務的経費

４ 流域下水道建設負担金 28,558 太田川流域下水道事業建設負担金

２ 企業債償還金 678,692
１ 企業債償還金 678,692 企業債償還元金

３ 長期貸付金 4,000
１ 長期貸付金 4,000 水洗便所設備資金貸付金

４ 予備費 1,000
１ 予備費 1,000 予備費

（単位：千円）

備考
（単位：千円）

備考
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（単位：千円）
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 0
減価償却費 797,035
固定資産除却費 6,293
引当金の増減額（△は減少） △ 824
長期前受金戻入額 △ 277,789
支払利息 73,328
受取利息及び配当金 0
未収金の増減額（△は増加） 1,900
未払金の増減額（△は減少） △ 12,600
その他流動資産の増減額（△は増加） 0
その他流動負債の増減額（△は減少） 0
小計 587,343
利息及び配当金の受取額 0
利息の支払額 △ 73,328

業務活動によるキャッシュ・フロー 514,015

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ 695,376
国庫補助金等による収入 227,278

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 468,098

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債による収入 631,752
企業債の償還による支出 △ 678,692
他会計からの出資による収入 54

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 46,886

資金増加額（又は減少額） △ 969
資金期首残高 129,681
資金期末残高 128,712

予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総括

　      特別職及び一般職（会計年度任用職員以外の職員） （単位：千円）

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（0）

4 15,153 7,042 22,195 4,225 26,420

（0）

8 32,061 17,257 49,318 10,024 59,342

12  47,214 24,299 71,513 14,249 85,762

（0）

5 18,414 10,168 28,582 5,861 34,443

（0）

8 32,708 18,132 50,840 10,232 61,072

13  51,122 28,300 79,422 16,093 95,515

△ 1  △ 3,261 △ 3,126 △ 6,387 △ 1,636 △ 8,023

  △ 647 △ 875 △ 1,522 △ 208 △ 1,730

 

△ 1  △ 3,908 △ 4,001 △ 7,909 △ 1,844 △ 9,753

（単位：千円）

地域・扶養 住　　  居 通　 　勤 管　理　職 時間外勤務 期末勤勉 賞与引当金 そ の 他
手　　　当 手　　　当 手　　 当 手　　　当 手　　  当 手　　当 繰　入　額 手　　当

本　年　度 2,867 1,079 744 540 286 12,994 5,789 0

前　年　度 3,323 1,308 597 1,080 233 14,437 7,322 0

比　　　較 △ 456 △ 229 147 △ 540 53 △ 1,443 △ 1,533 0

給　与　費　明　細　書

区　　分
職員数（人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合　　計 備　　考

本年度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

前年度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

比　較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合    計

※「職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員を外書きで記載しています。

職員手当

の 内 訳

区　　分 備　　　考
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区    分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　　　考

千円 千円

給　　料 昇給に伴う増加分

△ 3,908 768

千円

給与改定に伴う増減分

1,503

千円

その他の増減分 職員数の異動状況

△ 6,179 人事異動等による増減分 　　　  　現に在職す

　　　 　 　る職員数　（その他）（計）

　本年度   　12人　　0人　  12人

　前年度   　13人　　0人　  13人

　 　増　減　  △1人     人   △1人

採用・退職の状況等

 ６年度退職者数              人

 ７年度採用者数              人

 ７年度退職者数(見込)      １人

 ８年度採用者数(見込)      ２人
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区    分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　　　考

千円 千円

職員手当 給与改定に伴う増減分

△ 4,001 865

千円

その他の増減分

△ 4,866 人事異動等による増減分
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３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員一人当たりの給与

区　　　　　　　　　　　　　　分

 平均給料月額 （円） 346,770

８年 １月 １日 現 在
 平均給与月額 （円） 379,798

 平 均 年 齢  (歳） 44.80

 平均給料月額 （円） 327,069

７年 １月 １日 現 在
 平均給与月額 （円） 372,264

 平 均 年 齢  (歳） 44.54

（２）　初任給

国　　　　の　　　　制　　　　度

高　校　卒 （円） 213,100

大　学　卒 （円） 237,600

行　　　　政　　　　職

区　　　分
行　　政　　職

200,300

232,000

行　　政　　職
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（３）　級別職員数

行　　　　　　　政　　　　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　　級

６　　級 1 10.0

５　　級 2 20.0

４　　級 2 20.0

３　　級 5 50.0

２　　級

１　　級

計 10 100

７　　級

６　　級 2 15.4

５　　級 2 15.4

４　　級 1 7.7

３　　級 7 53.8

２　　級 1 7.7

１　　級

計 13 100
※「職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員を外書きで記載しています。

　　　（級別の基準となる職務）

区　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

行政職 部　　　長
係　　　長
事業調整員

主　　任
主任主事
主任技師

主　　　事
技　　　師

主　　　事
技　　　師

８年 １月 １日 現 在

７年 １月 １日 現 在

区　　　　　　　　分

次　　　長
課　　　長

課長補佐
専 門 員
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（４）　昇給

職　員　数　 12 12

本 昇給に係る職員数  （Ｂ） （人） 9 9

　２号級（人）

年 　４号級（人） 9 9

　６号級（人）

度 　８号級（人）

比率   （Ｂ）／（Ａ）         （％） 75.0 75.0

職　員　数　  （Ａ） （人） 13 13

前 昇給に係る職員数  （Ｂ） （人） 11 11

　２号級（人） 3 3

年 　４号級（人） 8 8

　６号級（人）

度 　８号級（人）

比率   （Ｂ）／（Ａ）         （％） 84.6 84.6

（５）　期末手当・勤勉手当

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分） 級等による加算処置

(1.225) (2.450)

2.325 4.650 有
(1.200) (2.400)

2.300 4.600 有
(1.225) (2.450)

2.325 4.650 有

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　計 行　　政　　職

備　考区　　　　分

号級数別内訳

号級数別内訳

本　年　度
(1.225)

2.325

前　年　度

国 の 制 度
(1.225)

2.325

(1.200)

2.300
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（６）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度の者

（月分）

支 給 率
24.586875 33.27075 47.709

国の制度
（支給率）

24.586875 33.27075 47.709

（７）　地域手当

支 給 対 象 地 域 支　給　率　（％） 支給対象職員数（人） 国の制度（支給率：％）

５級地 4 12 4

（８）　特殊勤務手当

区　　　　　　　分 行　　政　　職

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）
（８年４月１日現在）

給料総額に対する比率（％）

47.709

47.709

その他の加算措置等 備考

定年前早期退職特例措置
（2%～20%加算）

退職手当支給事務について
は、広島県市町総合事務組
合による。

定年前早期退職特例措置
（3%～45%加算）
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（９）　その他の手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 一　　 部 　　独 　　自

通　　　勤　　　手　　　当 一　　 部 　　独 　　自

差　　異　　の　　内　　容

交通用具利用者について、片道２キロメートルから１０キロメートル
までについて、２キロメートルきざみとしている。
１箇月当たりの上限を５５，０００円としている。

定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用への支給は無し。
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金　　額 金　　額 国県支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

昭 和 ５０ 年 度 令 和 ８ 年 度
～ ～

令 和 ７ 年 度

全額

完済の年度まで

広島平和記念都市建設下水道事業（共
通事業のうち府中町分）に係る起債償
還金及び利子相当に対する負担金（広
島市）

広島市が当該共通事
業費のうち府中町分
として借入れる資金
に対する元金及び利
子の合計額

1,910,864
限度額と
同じ

債務負担行為に関する調書

事      項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

翌年度以降の支払
義務発生予定額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　間 期　　間
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（単位：千円）
資産の部

イ　土地 495,732
ロ　建物 177,254
　　減価償却累計額 △ 67,719 109,535
ハ　構築物 18,049,751
　　減価償却累計額 △ 4,006,042 14,043,709
ニ　機械及び装置 1,938,512
　　減価償却累計額 △ 463,374 1,475,138
ホ　車両運搬具 1,039
　　減価償却累計額 △ 442 597
ヘ　工具器具及び備品 48
　　減価償却累計額 0 48
ト　建設仮勘定 33,678
有形固定資産計 16,158,437

イ　施設利用権 4,052,251
無形固定資産計 4,052,251

（３）投資その他資産
イ　出資金 1,416
ロ　長期貸付金 7,141
投資その他資産合計 8,557
固定資産合計 20,219,245

128,712
52,600

0
流動資産合計 181,312

資産合計 20,400,557

（２）未収金
（３）前払金

（１）現金・預金

予定貸借対照表（当年度）
（令和９年３月３１日）

１　固定資産
（１）有形固定資産

（２）無形固定資産

２　流動資産
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負債の部

イ　建設改良等企業債 6,311,723
ロ　その他の企業債 2,822
企業債計 6,314,545
固定負債合計 6,314,545

イ　建設改良等企業債 653,643
ロ　その他の企業債 4,323
企業債合計 657,966

390,300

イ　賞与引当金 5,789
ロ　法定福利費引当金 1,149
ハ　その他引当金 256
引当金合計 7,194

（４）その他流動負債 440
流動負債合計 1,055,900

イ　受贈財産評価額 1,681,831
　　収益化累計額 △ 759,546 922,285
ロ　国庫補助金 5,389,936
　　収益化累計額 △ 1,078,458 4,311,478
ハ　負担金等 734,309
　　収益化累計額 △ 164,908 569,401
ニ　寄附金 311,750
　　収益化累計額 △ 80,470 231,280
繰延収益合計 6,034,444

負債合計 13,404,889

３　固定負債
（１）企業債

４　流動負債
（１）企業債

（２）未払金
（３）引当金

５　繰延収益
（１）長期前受金
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資本の部

イ　固有資本金 6,222,201
ロ　資本金 283,391
資本金合計 6,505,592

イ　受贈財産評価額 485,388
ロ　国庫補助金 4,688
資本剰余金計 490,076

イ　当年度未処分利益剰余金 0
利益剰余金合計 0
剰余金合計 490,076

資本合計 6,995,668

負債・資本合計 20,400,557

７　剰余金
（１）資本剰余金

（２）利益剰余金

（１）資本金
６　資本金
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（単位：千円）

514,447
403,072

6,455
543 924,517

25,772
130,507
226,931
137,439
800,367

3,355 1,324,371
営業損失 399,854

95,245
124,153

7,658
276,140

0 503,196

80,965
22,168 103,133 400,063

経常利益 209

1 1

210
0 210 △ 209

当年度純利益 0
前年度繰越利益剰余金 0
その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金 0

５　特別利益

（１）過年度損益修正益

６　特別損失

（１）過年度損益修正損

（２）その他特別損失

（２）雑支出

（４）総係費

（５）減価償却費

（６）資産減耗費

３　営業外収益

（１）他会計補助金

（２）他会計負担金

（３）補助金

（４）長期前受金戻入

（５）雑収益

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費

（３）流域下水道費

予定損益計算書（前年度）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

１　営業収益

（１）下水道使用料

（２）雨水処理負担金

（３）維持管理負担金

（４）その他営業収益

２　営業費用

（１）管渠費

（２）ポンプ場費
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（単位：千円）
資産の部

イ　土地 495,732
ロ　建物 177,254
　　減価償却累計額 △ 59,955 117,299
ハ　構築物 17,875,459
　　減価償却累計額 △ 3,493,914 14,381,545
ニ　機械及び装置 1,460,223
　　減価償却累計額 △ 394,013 1,066,210
ホ　車両運搬具 1,039
　　減価償却累計額 △ 221 818
ヘ　工具器具及び備品 48
　　減価償却累計額 0 48
ト　建設仮勘定 33,678
有形固定資産計 16,095,330

イ　施設利用権 4,223,635
無形固定資産計 4,223,635

（３）投資その他資産
イ　出資金 1,416
ロ　長期貸付金 6,816
投資その他資産合計 8,232
固定資産合計 20,327,197

129,681
54,500

0
流動資産合計 184,181

資産合計 20,511,378

２　流動資産
（１）現金・預金
（２）未収金
（３）前払金

（２）無形固定資産

予定貸借対照表（前年度）
（令和８年３月３１日）

１　固定資産
（１）有形固定資産
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負債の部

イ　建設改良等企業債 6,333,614
ロ　その他の企業債 7,145
企業債計 6,340,759
固定負債合計 6,340,759

イ　建設改良等企業債 674,369
ロ　その他の企業債 4,323
企業債合計 678,692

402,900

イ　賞与引当金 6,483
ロ　法定福利費引当金 1,295
ハ　その他引当金 240
引当金合計 8,018

（４）その他流動負債 440
流動負債合計 1,090,050

イ　受贈財産評価額 1,681,831
　　収益化累計額 △ 676,857 1,004,974
ロ　国庫補助金 5,196,703
　　収益化累計額 △ 930,868 4,265,835
ハ　負担金等 700,261
　　収益化累計額 △ 127,454 572,807
ニ　寄附金 311,750
　　収益化累計額 △ 70,411 241,339
繰延収益合計 6,084,955

負債合計 13,515,764

（１）長期前受金

３　固定負債
（１）企業債

４　流動負債
（１）企業債

（２）未払金
（３）引当金

５　繰延収益
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資本の部

イ　固有資本金 6,222,201
ロ　資本金 283,337
資本金合計 6,505,538

イ　受贈財産評価額 485,388
ロ　国庫補助金 4,688
資本剰余金計 490,076

イ　当年度未処分利益剰余金 0
利益剰余金合計 0
剰余金合計 490,076

資本合計 6,995,614

負債・資本合計 20,511,378

６　資本金
（１）資本金

７　剰余金
（１）資本剰余金

（２）利益剰余金
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

府中町下水道事業会計については、令和元年度から企業会計へと移行し、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表

　　を作成している。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 　６～５０年

構築物 １０～６０年

機械及び装置 　６～２０年

車両及び運搬具 　２～　６年

工具、器具及び備品 　２～１５年

（２）無形固定資産

・ 減価償却の方法

定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権 　　４５年

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職手当引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　（１２月から３月までの４か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　 当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表（当年度）に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

　  も含む。）のうち、毎年度総務省から通知される「地方公営企業繰出金について」（総務省一般会計繰出基準）に基づき、

　  下水道事業債（普及特別対策分）の償還に要する経費（元金償還金）、下水道事業債（臨時措置分及び特例措置分）の償

　  還に要する経費（元金償還金）及び臨時財政特例債の償還に要する経費（元金償還金）に対し、他会計が負担すると見込

　  まれる額は、２３３，２６８千円である。

２ 引当金の目的使用による取り崩し

　 

Ⅲ セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

府中町下水道事業会計は、公共下水道事業のみを行っているため、セグメント情報は記載していない。

貸倒引当金

賞与引当金

法定福利費引当金 １，２９５千円

令和８年度予定

（自　令和８年４月１日

　　　至　令和９年３月３１日）

    １４９千円

６，４８３千円
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